









































































































































































































































1金額等 摘　　要 金額讐 摘要
〔店舗規模〕≡
由　　　　1冗場面積1　75坪　　　　『
（サソプル） 200坪
後方面積」　15坪 50坪敷地面積1125坪 400坪1
取扱晶目；2，500品目 2，500品目
一
従業員数1　0名当面は7名 22名
のことは，流通システム化
に政府が誘い水を提供する
ことを意味するわけだが，
そのことは，政府の流通政
策が大きく戦後三転してき
たことを物語っていると申
上げたい。廻り道だが重要
なことなのでこれにふれて
おこう。周知のように，昭和20年代の後半に百貨店が急成長したことから附近の
数多い中小店が圧迫をうけるということで，百貨店法制定により大店の百貨店
活動に制約を加えることで，政府は業老聞の利害のバラソスを図った。ところ
が，昭和30年代の後半で物価上昇のみられはじめたとき・安価提供をスローガ
ソとする，いわゆるスーパーの出現に対し，20年代に急成長の大店を押えた実績
をもつ中小商業著はスーパー規制法をつくれと政府に迫ったが，今日に至るも
それをつくっていない。それは政策転換がみられたからである。安売りスーパ
ーを押えることで，中小商業者によろこぼれても物価高になやむ消費老の利益
に反するからである。そこに，消費者にも中小商業者にもプラスとなる政策が
打出された。それは，安売りスーパーを押えることではなく，それらに対抗で
きるような競争力を，これら中小店にもってもらうようにしたということであ
る。たとえば，中小店が共同仕入れをすることで大店同様の量をまとめれば・
安価仕入れが可能だというのであれは，そのために必要な運転資金の提供を政
府関係金融機関から融資する。ボランタリチニイソの育成に力を入れたのは，
そのあらわれだが，この政策転換が，ダイエー，西友ストア，ジャスコなど安売り
スーパーがここ10年位にビックストアに成長し得た一因だと言えよう。と言う
のぱ，百貨店法制定同様，スーパー規制法が30年代に制定されていたならば，
かなりこれらビックストアは成長をおさえられたと思うからであ㍍それを政
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府はおさえないというのであるから，のびられる一因になったと申上げたい。
ところが，前述の流通システム化推進会議で検討されている無人唐舗開発への
政府関係金融機関からの融資とか税制上の優遇によって，これが採用を図ると
ころが，ビックストア（中小店での採用は考えられたい）と想定されるから，
そのことから言えば，いままでのようにビヅクストアの発展を政府は百貨店活
動のように押える政策をとらないというだけでなく，第三段階として積極的に
発展への援助の手をさしのべることが考えられるということである。このよう
に，政府の流通政策には大店に対してとる施策が大きく三転してきていること
を考えると，当然のことながら，同じ大店で，百貨店のみが規制対象になり，
同じような売場面積をもつスーパーがその隣りで，自由なる営業活動が出来る
のでは不公平だという不満が百貨店側からでるのは当然で，この辺でこの間題
に関しては，全体をながめての一貫した流通ポリシーの策定が求められる時機
にきていると言ってよいであろう。そのことは別の機会に論ずるとして，この
ように，政府がビックストアヘもかなりの融資などで便宜を図ろうとするのは，
流通システム化推進が急務と考えるからであって，しかも，そのようなシステ
ム化要請の有力な一困は，労働需給のひっ迫が原因だと言ってよいであろう。
前回の答申でも労働需給のアンバランスを見透してはいたが，これからの70年
代における労働間題の重要性は，いままでの比でないことを銘記したい。
　第三は，競争環境の変化であ乱今回の答申では，この問題についてつぎの
三つにわけて検討すべきだとしている。その一つは，夫メーカーの流通機能へ
の進出が進むとともに大規模た小売業による生産機能の掌握も進展する。つま
り生産サイド，流通サイドの両方からの垂直的統合が進められ，そのよう愈シ
ステム間における激しい競争が展開をみるのではないかという指摘である。そ
の二は，競争の範囲が国際的に拡大することである。具体的には資本自由化に
よる影響が考えられるということだが，それは取引流通面だけでなく物的流通
面でもみられる。その三は，消費著の欲求の多様化，清報手段の発達により競
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争の態様を多元化する。たとえば販売形態の多様化が進んで，70年代の後半に
は無人販売等の革新的な販売形態の急速な発展が予想されるとしている。
　言うまでもなく，販売競争には，水平的競争，イソタータイプ競争，垂直的
競争の三つが考えられる（拙薯勝つためのマーケティングー日本実業出版刊一
240頁参照）。それはつぎにみるように，同業者間競争，異業老問競争，異没階
問競争に対応するものである。
　①水平的競争…………一・・…同業者問競争
　②インタータイプ競争………異業老間競争
　③垂直的競争…一……・一…異段階間競争
　所得の上昇は消費構造を変化せしめるから，昭和30年に毎日三杯たべていた
主食を茗昭和37年に所得が30年の倍になったからと言って六杯たべるのではな
く，むしろ二杯になってしまった。そのかわり副食や外食をふやして，食生活
は量から質へと転換してきたことであるが，そのことは米屋がそのままでは斜
陽化することを意味するから他の同種商品，つまり調味料とか飲料品も取扱う，
それは本来の食料品店と米屋が競争することになるわげで，これは同種商品を
同業老間で競争するだけでなく，同種商品を異業者もとりあげることになるか
ら第2のイ：■タータイプ競争，つまり異業老間競争が生ずるということにた
る。そのことは，第1の同業者間競争，つまり水平的競争がなくたって，第2
の異業者間競争にかわるということではなく，第2のイソタータイプ競争が第
1の水平的競争につけ加わるということで，それだげ販売競争は多元化するこ
とを意味する。年々の所得上昇は，消費構造をどんどんとかえてゆくから，以
上のような水平的競争のほかにイソタータイプ競争の展關を加えてきたことは
言うまでもないが，それに加えて，これから第3の垂直的競争つまり異段階間
競争が発展をみると予想するのが今回の答申である。さきにもあげたように，
大メーカーが自已ブラソド商品を，卸，小売機関を系列化して流す努力をする
のに対し，同種商品を大店が自己ブラソドでメーカーこつくらせて販売する，
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そのために大メーカーと大店との問で，同種商品の取扱いで競争の展開をみる
ことが予想されるということである。これは，あきらかに垂直的競争の一例と
申上げることができよう。この場合かならずしも大店でたくともよいわけで，
ドイツのエデカにみられるように小店があつまってポラソタリチェイソを結成
している場合，それらにながすべき共通の商品にエデカマークをつけてメーカ
ーにつくらせることもあるわけだし，逆に小メーカーでもドイツの匁物のゾー
リソゲンにみられるように，小メーカーの集合産地で共通のブラソド名ゾーリ
ソゲンでうることにより杜会的信頼を得ている場合もある。
　このような，垂直的競争の本格化時代に70年代は入ると今回の答申ではみて
いるわげだが，筆者も同感である。つぎに競争の範囲が国際的に拡犬するとい
うことだが，それは資本自由化により促進されることは予想されるわけだが・今
回の答申では，第4次資本自由化（9月1日より実施）にさいしては，中小商
業者に急激甚大な影響を生じない様，本格的チェーン展開に至らない範囲にお
いて複数店舗小売業の自由化を行なうべきであるとしてい乱具体的には11店
舗を超える外資の国内進出については自由化を許さず個別審査の対象にしてい
るわけだが，前回の答申では，この段階で完全自由化を予定して，それまでに
流通業界の体質強化を図るよう要請していたのである。それが残念ながらその
体質は，まだ，そこまで至っていないと流通部会のメ：■バーはみたわけであ
る。このことは，中小商業著だけでなく，ビックストアもまだ本格的な経営体
制を整えていないことを指摘したことになるわけで，一日も早くこれが体質強
化が期待されていると申上げたい。たしかに過去10年閻に，ビックストアはそ
の多くが安売りスーパーとして誕生，成長してきたことだが，それはかならず
しも欧米にみられるチェーソストアシステムによる安価提供ではなく・場当り
的た安売りのケースが多かった，またはおとり廉売によって安売りイメージを
うり込んで成長してきたものも見受げられたのである。これからの本椿的た資
本自由化を考えるとき，今回の措置をよいことにして，成行経営を続けること
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なく・本格的なチェーン展開の実現を心から期待するものである。第三に販売
形態の多様化から無人販売などの革新的形態も予想されるということだが，今
日の情報化の進展はそう遠くたい将来において，これが実現を可能とすると考
えられる。
　このようにみてくると，競争環境の変化としてあげられているこれら三つの
現象は当然・これからかなりのスピードで進展をみると考えねぼならない。
　70年代の流通問題を考えるに当って，筆老は，あたらしい環境要因として，
コンシュマリズムの台頭，労働需給のひっ迫，そして競争環境の変化の三つを
とりあげたが，そのなかで，まず消費者が生活老の立場から流通問題に真剣に
とりくんでくることを指摘した。その意味で企業経営者は消費老運動を一時的
なものとして看過すべきものでたく，これが消費者対策を真剣にとりくむべき
だと申上げたいのである。そして，機会あるごとに，流通の生産性向上を消費
者が要請してくることを覚悟せねばならないと言うことであ孔そして，第二
に・極度の労働不足が好むと好まざるとにかかわらず，システム化推進を要誇
してくるということで，それは，企業内におげる問題，つまり閉された範囲の
クローズのシステム化展開から・企業問にわたるオープソなシステム化を求め
ているということである。このような時代的要請をいかに先敢りして，これが
推進を図るかが企業に求められるということである。と同時に，国民経済的立
場から，国として，これからの流通構造を想定してのシステム化に前進を図ら
ねばならないと申上げたい。そして，最後に競争環境の変化であるが，これか
らは，多元的競争，そして競争の国際化を意識しての経営体質の強化が求めら
れるということである。
　以上のように，70年代の流通をめぐる環境には，いろいろの間題があるが，
これらに回答を与えることなくしては，これからの日本経済そして企業経営の
発展は期待できないと言うことである。
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